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ＦＳＰ外伝：「ポイントの変質・新たな競争の始まり」 
（第三の通貨・共通ポイントによって始まる業界を超えた合従連合） 

５-１：日本のポイントの現状は・・・？ 

    ① ポイントカードの発行状況は・・・？ 

    ② 日本のポイントカードの狙いとその機能 

    ③ 電子マネーの登場とポイントの変質 

５-２：「進む他企業・他グループとの連携」 

    ① 水平的提携・連携関係」の出現の背景 

    ② Tescoに見る水平的提携関係 

    ③ ネット販売業界のポイント戦略ｰ（ヤフー） 

    ④ ネット販売業界のポイント戦略- （楽天） 

    ⑤ ネット販売業界のポイント戦略- （アマゾン） 

    ⑥ 交通系のポイントカード戦略- （ＡＮＡ、ＪＡＬ） 

    ⑦ 交通系のポイントカード戦略- （Ｓｕｉｃａ） 

    ⑧ ポイント交換の一考察 

５-３：「ポイント専門業者の登場」 

    ① ﾛｲﾔﾙﾃｨ･ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞを武器とするポイント専門業者の登場 

    ② 日本における共通ポイント事業の先駆者・・「Ｔポイント」 

    ③ 日本でもポイント専門業者が登場・・・「ポンタカード」 

５-４：「ポイントと電子マネーに対する法的規制の動向 

 

第５章 

ポイントは当初は会員のお買物に対する「感謝」、 

「おまけ」、「情報提供料」、「優良顧客のバロメー

ター」でした。 

日本ではディスカウント手段になってました。 

しかしながらここに来て第３の通貨としてポイント 

専門業者が現れ、業界を超えた優良顧客の争奪

戦がスタートしています。 
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５-１：日本のポイントの現状は・・・？ 

 前述したとおり、日本におけるポイントカードの誕生は販促手段としての「スタンプ 

カード（シール）であり、その後のPOSの普及によってポイントが電子的に付与される 

ようになった。更に１９９６年の「景品表示法」の規制緩和によって百貨店を中心に大 

手流通業がポイントカードをスタートさせ、１９９９年以降はFSPのツールとしてスー 

パーマーケットを中心に、爆発的に全国的に広がりを見せたのである。 

同様の時期に２大国内航空会社がマイレージをスタートさせ、その後には「Suica」「 

Edy」といった電子マネーが登場し、ポイント制度と結合して新たな展開を見せている。 

因みに現状の代表的なマイレージ・ポイントカードを業界別に見ていくと 

  【エアライン】  JAL、ANA、  アメリカン航空、デルタ航空、ノースウェスト、アリタリア、他 

  【ホテル・旅行】 JTB、近畿日本ツーリスト、日本旅行、ヒルトン、ハイアット、インターコンチネンタル、他 

  【電子ﾏﾈｰ・現金】 Edy、Suica、nanaco、WAON、PASMO、イーバンク、ジャパンネット銀行、他 

  【携帯・ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ】 ａｕ、ＮＴＴドコモ、ソフトバンクモバイル、So-net、他 

  【百貨店】  髙島屋、小田急、大丸、松屋、西武・そごう、丸井、東急、東武、藤崎、他 

  【スーパー・GMS】 WAON、ゆめカード、アイワイカード、ダイエー、ライフ、東武ストア、オオゼキ、他 

  【家電量販店】  ヨドバシカメラ、ビックカメラ、ヤマダ電機、上新電機、ノジマ、ソフマップ、他 

  【本・CD・DVD】 アマゾン、TSUTAYA、ビーケーワン、HMV、ジェイブック、他 

  【ガソリンスタンド】 ENEOS、JOMO、コスモ石油、出光カード、出光カードまいどプラス他 

  【コンビニ】   nanaco、Ponta、サークルKサンクス、セイコーマート、他 

  【その他流通業】 青山、アオキ、マツモトキヨシ、ルミネ、他 

  【クレジットカード】  JCB、DC、クレディセゾン、NICOS、UFJ、アメックス、ダイナース、ジャックス他 

  【銀行・証券】 SBIポイント、りそな、三井住友、三菱東京UFJ、千葉、大和証券、他 

  【ネット通販】 GDO、セシール、楽天、ヤフー、ベルメゾン、トイザらス、他 

  【交通系】  ビューカード、京王、京成、近鉄電車、小田急、東急、東京メトロ、他 

  【ポイント専門】 Gポイント、ﾄﾞﾘｰﾑﾒｰﾙ、CMサイト、ネットマイル、他 

  【その他】   関西電力、商店街、ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ、 

とあらゆる業界を網羅していると言っても良いであろう。   

ポイント・マイレージの発行額も野村総合研究所の調査によれば2009年度には9,115 

億円、2014年度には9,849億円と予想している。 

なお、2009年度に関しては、2009年末までに使用（商品等に交換）された家電エコ 

ポイント793億円相当（1ポイント=1円として換算）を組み入れると、その総額は1兆 

円規模のポイント・マイレージが発行されたと見込まれている。  

 

＊因みにポイント・マイレージの発行が９０００億円として、１００円で１ポイントを適用すると 

 ９０兆円の取引に関与している事になる。 

日本におけるポイント･マイレージの年間最少発行額の推計・予測値  

国内10業界のポイント･マイレージ年間最少発行額（推計値、2008年度）  

2010年4月9日 株式会社野村総合研究所 

2010年4月9日 株式会社野村総合研究所 

① ポイントカードの発効状況は・・・？ 
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② 日本のポイントカードの狙いとその機能 

 日本におけるポイントカード・マイレージカードは花盛りであるが、米国ではそうでも 

ないらしい。ＦＳＰ発祥の地はアメリカであるが百貨店業界を除いてスーパー等のＦＳＰ 

はポイント制ではなく、会員価格（電子クーポン）を代表とすらディスカウント訴求であ 

る。９５年以降インターネットでマイレージ・ポイント交換サイトが次々と誕生したが、 

その多くは今は存在しない。航空会社のマイレージも一時期は「第３の通貨」としてもて 

はやされたが、ＦＦＰの恩恵が及ばなかったビジネス業界の反感を買い、マイルそのもの 

を航空会社から購入して無料･格安航空券を買うといった状況が生まれている。 

コツコツ貯めるのが好きな日本人と、クーポン等、直接的にメリットを求めるアメリカ人 

の違いが反映されている。カナダ、ヨーロッパにおいてはポイント・マイレージが新たな 

通貨として席捲しているが後述する。 

日本におけるポイントカード導入の目的は大きく下記の通り７個に整理されよう。 

 ① 既存顧客の「囲い込み」 

     ポイントの「貯める楽しみ」、「使う楽しみ」の魅力によって競合他店への流出を引き止 

     める効果がある。スーパーの場合には３０００ポイントで固定化するという数値がある。 

 ② 既存顧客の「優良化」 

     「２０：８０」の理論通り、顧客を識別し、ランク付けし、優良顧客に特典をシフトする 

      事でより上のランクに誘導する。顧客ＤＢ活用がキーとなる。 

 ③ 新規顧客の獲得 

     会員・非会員の特典、サービスの格差を明確にする事によって新規顧客の勧誘を行なうの 

     である。 

 ④ 顧客購買の「呼び水効果」 

     ポイントを次の買物で使える事によってお徳感が生じる。割引はその場限りであるが、ポ 

     イントは値引きの原資として次の購買を促進する 

 ⑤ 低価格競争に於ける「価格のあいまい化」 

     対価各訴求だけでなく、ポイントを織り交ぜる事によって、Ｎｅｔ金額をあいまいにして 

     競合店に対抗できる 

 ⑥ 提携他社との「（相互）送客」 

     他社の発行しているポイント・マイレージとの交換やサービス利用に対して自社ポイント 

     の付与を行なう事で他社の会員の新規獲得（送客）が期待できる。 

     銀行等はポイント経費を販促費・顧客サービスとして流出を覚悟？ 

 ⑦ ブーム・ファッション・日本的「横並び」 

     日本的な同質化競争の中で、競争相手がやったから自社も・・・と言った理由が最も多い 

     であろう。その結果、顧客データを経営戦略レベルで活用する事に苦労している。 

 

家電業界：   

 ポイント＝値引手段、低価格競争対策（あいまい化）、呼び水効果 

       誕生： ヨドバシカメラ：「値引の平等･弱者救済」 

           （過去：声の大きな男性客に値引；現在：老人･女子供へのサービス） 

       現状： 定価崩壊（オープンプライス）による値引表示、 

           価格のあいまい化、呼び水効果 

航空業界： 

  マイレージ＝リピーターへの特典 
       誕生： アメリカン航空のＦＦＰ：「ヘビーユーザーの囲い込み」 
            顧客サービスの向上によるリピート・空席の活用 

       現状： 第三の貨幣、取り付け騒ぎのリスク、通常価格航空券の崩壊 

小売業界： 

  スタンプカードが起源＝オマケ＋囲い込み＆ ロイヤルティ・マーケティング 

      誕生： 米国百貨店（ﾆｰﾏﾝﾏｰｶｽ）、英国スーパー（テスコ） ポイントは情報提供の御礼 
        現状： FSP・ロイヤルティ・マーケティングの展開、ライフスタイル・マーケティング 
            ＜日本では実質ディスカウント商法の変形に・・・・マーケティング戦略の不在＞  

金融業界： 

  流通業から流入＝オマケ＋囲い込み ＆ ロイヤルティ・マーケティング 
        誕生： 英国スーパー（テスコ銀行）、テスコのロイヤルティ・マーケティングの導入 
        現状： セゾンカードの永久ポイント （戦略的に銀行から自動引落等の決済を奪取） 
             銀行の戦略不明なポイント （銀行も預金者もメリット不明？） 
             電子マネーの普及ツール 

オープンポイント： 
  グリーンスタンプ、ブルーチップ的ビジネス＝汎用性+退蔵益+商品差益 
       誕生： Ｔポイント、Ｇポイント、ＰＯＮＴＡ 
       現状： メリット ＝要員･組織不要、顧客にとって汎用的、新規顧客の流入 
            デメリット＝費用の固定化、顧客の囲い込み効果に限界、 
                   独自販促不可、ロイヤルティ・マーケティング手法を志向？ 
                   ポイントの流出側（囲い込み・呼び水効果の限界） 

電子マネー業界： 

  企業貨幣としてのシェアアップ、チャージ可能なプリカ 
        誕生： 非接触型ＩＣ利用の決済手段 
        現状： 単独系：Ｅｄｙに対して交通系（Ｓｕｉｃａ、イコカ、他）、流通系（ｎａｎａｃｏ、 
             ＷＡＯＮ）がポイントを武器として挑戦、携帯電話とも合体 

ネット通販業界： 

  企業貨幣（自社グループ内での決済手段）、囲い込み 
        誕生： 楽天、ヤフー、アマゾン 
        現状： 各社ネット通販時点にポイントを付与して囲い込み・呼び水効果を狙う 
             楽天はイーバンク、Ｅｄｙの買収を行う事によって流通･金融を融合化？ 

 塾頭の独断と偏見による日本のポイントカードの誕生と現状 
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「Get Customer」、「Keep Customer」、「Grow Customer」の３つの視点での戦略立案と 

費用対効果の検証が求められている。 

「利益率１～２％の日本の小売業企業がポイント５倍、１０倍等の販促をするのはクレージー」 

      （ブライアン・P・ウルフ） 
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③ 電子マネーの登場とポイントの変質 

【電子マネーの普及に一役買ったポイント】 

   電子マネーはビットワレット社のＥｄｙがソニー、ドコモ、ＡＮＡを中心に先行して 

  いたが東日本ＪＲがＳｕｉｃａで後を追い、更に流通系のｎａｎａｃｏ、ＷＡＯＮが後を追った。 

  しかしながら電子マネーの欠点としてはプリペイド（前払い）方式であり、Ｉ枚１０ 

  ００円位のＩＣカードゆえに申し込み時５００円の保証金支払や、事前に現金をチャ 

  ージする事に対しての消費者の心理的抵抗があった。 

  更に店舗側においては、ＰＯＳに対するＩＣカードの専用読取装置の取り付けと、イ 

  ンターフェースのプログラムの開発の負担は大きく、投資対効果の見えずらい事から 

  発行元の先行投資も大きなものが強いられてきた。 

  そこで後発が用いた戦略はポイント制度である。電子マネーで買物等するごとにポイ 

  ントを付与し、魅力的なポイントプログラムを展開する事でＥｄｙを追撃した。 

   ２００７年から、流通系のｎａｎａｃｏ、ＷＡＯＮもポイント制をつけた電子マネーに参 

  入し、同年、Ｓｕｉｃａもポイント機能を加えて追随した。ＥｄｙとＳｕｉｃａは更に「お財布 

  携帯」を出し、現在では若い人を中心に３５０万人以上が所持している。 

  電子マネーによって日常の生活のうえで発生する小口現金の支払のわずらわしさから 

  の開放とポイントの魅力によって若い年代のみならず中高年のビジネスマンを中心に 

  広く普及する事となった。そのため造幣局の硬貨の発行枚数も、ピーク時の数千分の 

  １に激減している。 

 

【ポイントの変質：限りなき汎用性の追及】 

   ポイントの景品として最もほしいものは？というアンケートに対して過去から順不動 

  で登場する第一位は「現金」である。 

  貨幣はその使用範囲において、日本国中その制限がないという汎用性があるからである。 

  事実、日本で坪効率、経常利益率で常時トップクラスを占めるスーパーマーケット・オ 

  オゼキ（東京）では、ポイントカードで貯まったポイントを月１回現金で還元して地域 

  の顧客の絶大なる支持を集めている。 

   過去、ポイントはおまけ、景品として販促の一手段として使われていた。しかしなが 

  ら電子マネーの登場によってポイントがいとも簡単に１ポイント１円として、電子マ 

  ネーとしてチャージが可能となったのである。 

  又楽天、ヤフー等のＮｅｔ通販においても貯まったポイントを購入した商品代金に充当 

  できるのが当たり前になってきた。 

   これはポイントが企業貨幣として、擬似貨幣として変質した事に他ならない。 

  過去のオマケ、クーポン（割引券）、景品としてポイント交換・回収時点で販促費計上 

  していたが、このように擬似貨幣化した現在では発生時点でその金額を未払い経費、ポ 

  イント引当金として負債項目への計上が求められている。 

 

使用範囲 

（汎用性） 
分  類 備  考 

電子マネー 

・物販決済・Ｎｅｔ決済 

・プリペイド方式・ポストペイ方式 

・Edy、ｎａｎａｃｏ、ＷＡＯＮ、Ｓｕｉｃａ 

・ｉＤ、クイックペイ、スマートプラス 

共通ポイント 
（オープン） 

・共通ポイント専門業者 

・購入方式・ポイントバンク方式 

・Ｔポイント、ポンタ 

提携ポイント 
（交換） 

・グループポイント･地域ポイント 

・企業間交換ポイント 

自社ポイント 
（クローズ） 

・自社開発・自社運営 

 （おまけ、景品） 

広い 

狭い 

マーク 

ｎａｎａｃｏ ＷＡＯＮ Ｓｕｉｃａ ＰＡＳＭＯ ＩＣＯＣＡ Ｅｄｙ 

流 通 系 交  通  系 独立系 系 

名 称 

発行枚数 
（万枚） 

１，１８１ １，５５０ ３，０６９ １，５８６ ５５６ 
５，８９０ 
（１，１２０） 

利用可能 

拠点数 
７３，２１２ ９４，０００ １０７，５５０ ８４，０００ ８４，８９０ ２３７，０００ 

利用件数 
（拠点１日当り） 

２０．９ １４．３ １２．４ ６．９ ０．７ ４．５ 

利用件数 
（１日当り） 

１、５３０，１３０ １，３４４，２００ １，３３３，６２０ ５７６，９００ ５９，４２０ １，０６６，５００ 

出典･参考：日本経済新聞２０１０年９月５日特集記事 

運営主体 
セブン＆アイ 

ＨＤＧ 

イオン 

リテール 

ＪＲ 

東日本 

関東圏の 

公民鉄 

ＪＲ 

西日本 

ビットワレット 

（楽天） 

日本の電子マネーの状況 

日本の硬貨製造の対前年比推移 

企業通貨とその分類 
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http://www.2ch-credit.com/d-nanaco.html
http://www.2ch-credit.com/d-suica.html
http://www.2ch-credit.com/d-waon.html
http://www.2ch-credit.com/d-pasmo.html
http://www.2ch-credit.com/d-edy.html
http://www.jr-odekake.net/guide/icoca/buy.html
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① 「水平的提携・連携関係」の出現の背景 
 

 顧客データベースを持つという事は、顧客のプロファイルを持つという事であり、顧客 

を起点としたあらゆるビジネスの展開の可能性が見えて来るのである。 

製造メーカーは自社の製品のターゲットとする顧客を持つスーパーマーケットに対しては 

積極的に提携を申し入れてくる。 

顧客データベースを基盤とした川上・川中・川下「垂直的連携」は、満足度の高い特典の 

提供、プロモーション・品揃え・商品開発の実現を可能とする。 

同様に「水平的提携」として他の業種、他の小売業、他のグループといったものが出現し 

てくる事が予想され、一部スタートし始めた。 

顧客という資産が、企業・グループを合従連合に走らせるキーとなり、それがない企業は 

競争から取り残される運命にある。 

「水平的提携・連携」は概ね下記のステップで進むと考えられる。 

    ●ステップ① 「自社内利用」 

       自社企業内でのポイントの流通、顧客データベースの構築とレシートデータの蓄積 

        目的：自社の優良顧客の囲い込み、競合店との差別化 

    ●ステップ② 「提携・パートナー」 

        地域の他業種企業との連携・、クーポン券 （飲食店、美容院､ｽﾎﾟｰﾂ施設、） 

        他業界との連携   （保険、金融、クレジット、宅配、他） 

        目的：カードの利便性・機能の強化   

    ●ステップ③ 「企業間相互乗入れ」 

        他企業とのポイントの相互利用・ポイント交換 （小売用とｸﾚｼﾞｯﾄ会社、ｽﾀﾝﾌﾟ会社） 

        目的：カードの利便性・機能の強化・会員の増加策・相互送客 

    ●ステップ④ 「グループ内共通化」 

        グループ内企業でのポイント相互利用・特典共通化・グループ内資産の利用 

        目的：カードの利便性・機能の強化・特典強化・会員の増加策・相互送客、顧客データの活用 

    ●ステップ⑤ 「グループ間乗入れ」 

        他のグループとの相互乗り入れ 

        目的：カードの利便性・機能の強化・特典強化・会員の増加策・相互送客  

上記は独断と偏見にて区分けしてみたが、過去のクレジットカードの合従連合や、昨今の 

JR，私鉄グループの動き、ICによる電子マネーの動きからして、あながち大きく間違って 

いるとは思えないのである。 

顧客サービス戦略を突き詰めて行けば、最後には物販サービスのみでなく、金融・保険・ 

保守・宅配等のサービスが追加され、「小売業」というよりは「総合生活支援業」と呼ん 

だほうがよい状況が生まれよう。 

英国の流通業のトップ企業であるテスコ社は既にその様に変身し、日本の流通業でも７＆ｉ、 

イオンの両グループが銀行業を含めてその後を追いかけ始めている。 

 

「ポイント：水平的提携・連携」のステップ 

５-２：「ポイント：進む他企業・他グループとの連携 」 

企業内顧客資産 

ステップ① 「自社内利用」 ステップ② 「提携・ﾊﾟｰﾄﾅｰ」 

企業内 

顧客資産 

他企業内 

顧客資産 

    ステップ③ 「企業間相互乗入れ」 

企業内 

顧客資産 

企業内 

顧客資産 

企業内 

顧客資産 

グループ 

ステップ④ 「グループ内共通化」 

企業内 

顧客資産 

企業内 

顧客資産 

企業内 

顧客資産 

グループ 

企業内 

顧客資産 

企業内 

顧客資産 

企業内 

顧客資産 

グループ 

ステップ⑤ 「グループ間相互乗入れ」 

企業内 

顧客資産 

ﾌｧｰｽﾄﾌｰﾄﾞ 

ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ 

映画館 美容院 

ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ店 

「地域生活カード」 

例：私鉄グループカード」 

鉄道 

不動産 

スーパー 
百貨店 

ホテル 

バス 

映画館 

遊園地 

５-４ 
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レストラン 

フィット
ネス 

テーマパーク 

ホテル 

旅 行 

Thomson Holidaｙ 
  （旅行会社） 
B&Q （DIY) 
Marriott Hotel 
H Samuel(宝石） 
Dollond&Aitchison 
  （眼鏡ﾁｪｰﾝ） 
Alldessﾁｪｰﾝ 
Beafeaster(ﾚｽﾄﾗﾝ 

ホテル宿泊 
各種チケット 
旅行パック 
テーマパーク 
各種イベント招待 
他 

商品券･割引券 

Dunnhumby社 

Tesco（83%)出資 
情報処理･分析･調査 
ﾃﾞｰﾀの販売、提案 

EHS Bann社 

世界最大の 
ﾀﾞｲﾚｸﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ｴｰｼﾞｪﾝﾄ 

Forward社 

ｸﾗﾌﾞｶｰﾄﾞ･ﾏｶﾞｼﾞﾝの発行 

Polestar Digital社 

ステートメントの製作・発行 

Lowe Haward Spimk社 

宣伝広告 

ベンダー 

メーカー 

データの販売 

ｸﾗﾌﾞｶｰﾄﾞ運用実務 
DM・特典計画 

ｸﾗﾌﾞｶｰﾄﾞﾁｰﾑ 

顧客の理解 

ｶｽﾀﾏｰｲﾝｻｲﾄﾕﾆｯﾄ 

価格政策・ 
宣伝広告 
ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ企画 

ｸﾗﾌﾞｶｰﾄﾞ戦略ﾁｰﾑ 

 マーケティングﾞ部門 

Tesco.com 
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ 

TPF 
Tesco銀行 

FreeTime 
商品券の印刷 
パートナー事業運営 

ﾃﾞｰﾀ分析・洞察 

ｾｸﾞﾒﾝﾄ化､ 

ﾊﾞｽｹｯﾄ分析 

効果測定、他 

ﾎﾟｲﾝﾄの売買 

雑 誌 

バウチャー（商品券） 

ステートメント 

 

② ＴＥＳＣＯ（英）にみる水平的提携関係 
 

   Tescoのロイヤルティ・マーケティングについては前章で説明したが、カード会員 

  の囲い込みの強化、及びカストマー・シェア（ウォレット・シェア）の獲得のために 

  はカードの機能・利便性の高度化が必要となる。 

  そのためのTescoの仕組みについて３つの角度から考察したい。 

 【ポイントの発行】 

   Tescoのポイントの発行は大きく分けて３ケ所で発行される。１番目は小売部門の 

  ４つのフォーマットの小売店舗、ガソリンスタンド、固定・携帯電話、インターネッ 

  ト等の利用に付与される。２番目は金融部門で銀行、保険の利用に対して付与される。 

  ３番目はカーレンタルや旅行社等の提携企業の利用時に付与される。それら利用ポイ 

  ントの明細については３ケ月毎に会員にステートメント（勘定書）として郵送される。 

 【ポイントの利用】 

   ステートメントにはクーポン、バウチャー（商品券）が同封されてくる。会員は商品券 

  でTescoでの買物だけでなく、提携したホテル、テーマパーク、レストラン、映画館等 

  で利用でき、しかも２ポンドの商品券は４倍の８ポンドとして扱われる特典がある。 

  旅行の際の航空券や宿泊等の利用に人気があるという。 

  これら提携店に対するポイントの売買、商品券の利用に関してはTescoの子会社であ 

  る「Free Times社」が行っている。 

  １６００万人とも言われるTescoのカード会員の持つポイントと商品券の威力は想像 

  以上のものがあるであろうし、提携企業も多くの特典をオファーするのもその「送客」 

  に対する期待が大きいからであろう。 

 【メーカーとの連携】 

   英国で最も詳細且つ最強の消費者情報を持つ企業はTescoが８３％の株式を保有す 

  る「ダンハンビー社」である。同社はライフスタイル、購買行動を含めた顧客情報を 

  メーカーに有料で提供している。メーカーはそのデータを基にTescoに対して多くの 

  プロモーションの提案を行う。具体的な数値や購買行動分析に基づいたターゲットと 

  した顧客に対して割引クーポンやDMを送付する事ができる。 

  その精度が高くなるほど、メーカーとしてもリスク分を顧客に対する思い切った販促 

  手段に投じる事ができる。 

  単純な割引クーポンだけではなく、ポイントの付与も行なっているが、ステートメン 

  トやDMだけではなく、顧客の受け取るレシートにダイレクトにクーポンやポイント 

  付与を印字、携帯電話によるプロモーション等で効果を上げている。 
 

  英国において食品販売のマーケットシェアが３０％を優に超えるTescoでは、その膨 

  大な顧客データベースを基にインターネットスーパー、モバイル、ホームセンター 

  ベビー専門店、エンターテイメント等の事業展開を積極的に行なっている。 

  まさに「揺りかごから墓場まで！」の事業の拡大であり、基本的に一社の力で推進し 

  ているところにTescoと言う企業の凄みがある。 

  

ＴＥＳＣＯのポイント運営組織 

ＴＥＳＣＯの究極の顧客囲い込み 
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http://www.tesco.com/clubcard/deals/product.aspx?R=299&bci=4294966488|Restaurants%20%26%20Bars
http://www.tesco.com/clubcard/deals/product.aspx?R=181&bci=4294966216|Jewellery
http://www.tesco.com/clubcard/deals/product.aspx?R=108&bci=4294966502|Health%20%26%20Fitness
http://www.tesco.com/clubcard/deals/product.aspx?R=314&bci=4294967294|Days%20Out
http://www.tesco.com/clubcard/deals/product.aspx?R=466&bci=4294966506|Central%20England*4294966273|Buckinghamshire
http://www.tesco.com/clubcard/deals/product.aspx?R=114&bci=4294966219|Places%20to%20Stay
http://www.tesco.com/clubcard/deals/product.aspx?R=174&bci=4294967191|Travel
http://www.tesco.com/clubcard/deals/product.aspx?R=425&bci=4294966467|Magazines
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③ ネット販売業界のポイント戦略－（ヤフー） 
 

 

   百貨店、量販店に象徴される小売業の店舗販売が凋落を続ける中で、Net販売の勢い 

  が止まらない。顧客と人的に直接接触できないNet販売業会では、Ｎｅｔ市場に於ける 

  顧客囲い込み策、リピートを促進するための顧客データベースの構築とその活用が生命 

  線となってくる。蓄積した顧客の購買データ分析による顧客のライフスタイル、嗜好、 

  嗜好、購買行動等によって顧客像（プロファイル）を把握し、その潜在ニーズを先回り 

  して発掘し、リコメンド（提案）していかなければならない。 

 

   日本最大のポータルサイトを誇るヤフーではインターネット上の広告事業をはじめ、 

  イーコマース事業、会員サービス事業、その他事業を手広く展開している。 

  アクティブユーザーＩＤ数約２４００～２６００万人を擁する。 

  スタークラブ会員（申込不要）となった会員にはヤフーポイントを発行し、ネット販売、 

  オークション、アンケート回答、保険等ヤフー内２２のサービスで１００円で１ポイン 

  ト付与される。３ケ月期間の対象サービスの利用金額に応じて左図のようにランク分け 

  され、ポイントの率のアップ、割引セール、限定商品販売、ポイント倍増キャンペーン 

  等の特典が付与される。その他に、クジや抽選等に参加することで５倍、１０倍や１０ 

  ００ポイント進呈等の様々なポイントキャンペーンが実施されている。 

  更にその上のヤフープレミアムは月間料金３４５円の有料会員で音楽やゲーム等の無料 

  等の特典が得られる。 

  ポイントは決済手段としても使われるだけでなく、オークションの支払もポイントを利 

  用できるようにユーザー間での流通も始まっている。 

  ヤフーの基本的なポリシーとしては、ヤフーポイントはWeb上の店舗で貯める、使うと 

  いった自社内完結型の貨幣として流通させる事に重きを置いているといってもよい。 

  そのためヤフーポイントを相互交換できる提携企業もスイカとnanacoのみであり、一 

  方通行的他社のポイントへの交換はＪＡＬとジャパンネット銀行の２社のみである。 

  因みにヤフーポイント１０００ポイントはスイカに１０００円分をチャージでき、ジャ 

  パンネット銀行とは８５０円の現金と交換可能となる。 

  更に他企業のポイントをヤフーポイントに交換できる提携企業数も銀行、クレジット会 

  社等２３社に絞り込んでいる。手続きも交換単位に制限があり、交換期間も即日は少な 

  く、２～６週間も掛かるものが多く、利用者にとって交換の壁は高い。 

  そういった意味でヤフーポイントはヤフー市場のみに限定されたＮｅｔ通貨として「鎖 

  国主義的」クローズポイント制度を貫いているが、最近では左図のように「Ｔポイント」 

  とＩＤ番号を連携させて、ヤフーポウントとの選択肢を設ける等その戦略変更を行って 

  いる。 

   

  

   

スタークラブ（会員ランク） 

１０００ポイン
ト 

５００マイル 

交換 
１０００円分 

チャージ 

８５０円 

交換 

ポイント交換 
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ヤフー・ウォレットサービス 

伸びるネット販売 

http://rd.yahoo.co.jp/points/mh/0010/SIG=10ud7493p/*http%3A//points.yahoo.co.jp/
http://rd.yahoo.co.jp/shopping/tpoint/id1-t/*https://points.yahoo.co.jp/alliance/tpoint/guide?.src=shp&lg=jp&.intl=jp&.done=http%3A%2F%2Ftpoint.shopping.yahoo.co.jp%2F
http://rd.yahoo.co.jp/shopping/tpoint/id1-c/*https://points.yahoo.co.jp/alliance/tpoint/guide?.src=shp&lg=jp&.intl=jp&.done=http%3A%2F%2Ftpoint.shopping.yahoo.co.jp%2F
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④ ネット販売業界のポイント戦略－（楽天） 

   

   ２０１０年度で６２００万人の会員を擁する楽天ではテレビとネットの融合による様 

  々なコンテンツの配信を狙う。 

  顧客データベースを使う事によって、個々の利用者のライフスタイルに合わせた広告を 

  テレビの画面上に差し替える事ができるとし、過去のTBS買収劇の根もそこにある。 

  Ｗｅｂ上に楽天市場を始めとするFC,トラベル、ポータル、証券、銀行等様々なサービ 

  スを繰り広げ、１００円で１ポイントの楽天スーパーポイントで販促を進め、会員がネ 

  ット上でワンストップで利用できる事を狙っている。楽天カード入会時には５２００ポ 

  イント、期間限定１０倍ポイント、２００万ポイント山分け等々、日々多くのポイント 

  プログラムをキャンペーンで行なっている。更に獲得ポイント数と獲得回数に応じてレ 

  ギュラー、シルバー、ゴールド、プラチナの４つの会員ランクを設け、ランク別専用ページ 

  （会員向けメルマガ）を使ってバースディポイントプレゼント、１０倍ポイントキャン 

  ペーン、ボーナス福引等の優待プログラムで囲い込みを行なっている。 

  ポイントは楽天サービスで貨幣代わりに流通させているが、個人向けの他に法人での参 

  加もできるようになっている。 

  更に楽天独自のＮｅｔマネーである楽天キャッシュを設け、購入、送信、受取、換金等 

  独自のサービスを展開している。例えば楽天市場で商品購入時にその決済手段として楽 

  天キャッシュと、楽天スーパーポイントの双方を使う事が出来る事になる。 

  更に２００５年には中堅信販であった国内信販㈱を買収して楽天ＫＣに改め、クレジッ 

  ト事業の展開、２００９年には電子マネーのビットワレット・Ｅｄｙの買収を行い、 

  「クリック＆モルタル」、即ちリアル店舗とＮｅｔ上の店舗での使用の利便性を高め、 

  楽天スーパーポイントの活性化と手数料収入の増加をもくろんでいる。 

  因みに買収年度の10月1日時点でのＥｄｙの発行枚数は約5,200万枚で、提携加盟店舗 

  は約16万店。そのうち通販サイトは約1万500店だった。期間限定ではあるが、楽天ス 

  ーパーポイントをＥｄｙに交換するといった事も実施して相乗効果を高めている。 

  提携企業とのポイント交換は楽天スーパーポイントの流出がないように相互交換はＡＮＡ 

  マイルと一部Ｔポイントのみとし、銀行、交通、ネットサービス、公共サービス等の 

  ３０弱の提携企業は楽天ポイントとの一方通行の交換であり、２～８週間の交換期間を要 

  する。 

  今後の楽天の戦略としては「楽天スーパーDB」、即ち４０００万人の会員（将来７００ 

  ０万人）の会員の嗜好や購買行動等を分析・把握できる顧客データベースがこれからのビ 

  ジネスで勝ち残るキーとして構築をすすめている。 

  更にEC事業を日本にとどめる事無く、中国、タイ、米国、フランスの起業との提携や買 

  収等グローバルな活動を強め、社内公用語を英語にした事は記憶に新しい。 

   

楽天の戦略 

楽天ｽｰﾊﾟｰＤＢ 

４０００万件 

数年後６～７０００万規模 

参考：読売新聞 

２００８・０６・１４ 

楽天証券ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

売上：２９９億 

営利： ６１億 

ネット証券 

楽天ＫＣ 

売上：６０４億 

営利：▲２４３億 

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ・ｶｰﾄﾞﾛｰﾝ 

楽天証券トラベル 

売上：１２９億 

営利： ５８億 

宿泊・航空券の予約ｻｲﾄ 

ﾌｰｼﾞｮﾝ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 
売上：９２億 

営利： ▲２億 

ＩＰ電話ｻｰﾋﾞｽ提供 
楽天野球団 

売上：７５億 

営利： ▲９億 

東北楽天ｲｰｸﾞﾙｽ 

楽天クレジット 

売上：１０５億 

営利： ２１億 

個人向けｶｰﾄﾞﾛｰﾝ・信用 

楽天グループ連結 
売上：２１３９億 

営利： １億 

税引後：３６８億 

楽天スーパーポイント 

楽天単体 

売上：６１６億 

営利： １８４億 

仮想商店街･楽天市場 

会員ランク別専用ページ 
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http://p-store.rakuten.co.jp/?scid=wi_grp_gmx_pst_ptop
http://ad2.trafficgate.net/t/r/93/3842/217519_263097/
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⑤ ネット販売業界のポイント戦略―（アマゾン） 
 

 
 

   書籍のNet販売でグローバルな動きを見せるアマゾンは、基本的には個々の顧客の過 

  去の購買履歴から趣味、嗜好、仕事のジャンル、読書傾向等を「A９」と称するエンジ 

  ンによって探り出し、それに合致するであろう商品をメール、ホームページ上でリコメ 

  ンド（推奨）するのである。（コラボラティブ・フィルタリング機能） 

  筆者も仕事柄書籍の購入は多いが、注文した本のジャンルのものを推奨されると購入し 

  てしまう確率が高い。書店に出かけて本を物色する事もなくなった。 

  そのアマゾンが現在狙っているのは書籍から脱皮し、全ての商品を扱う「総合オンライ 

  ンストア」である。取扱商品点数も衣・食を含む２１のカテゴリーで２０００万点を超え、 

  地球上で最も豊富な品揃えを実現したと豪語する。 

  「品揃え」、「低価格」、「利便性」の３つを武器に、キャンペーンでアマゾンポイン 

  トを高利率で提供してその利用を拡大しようとしている。 

  特に「利便性」では堺、市川、川越に４～７万㎡の物流センターを建設し、イノベーシ 

  ョンによる「在庫有」の仕組みを構築している。 

  このように、顧客と人的に直接接触できないNet販売業界では、顧客データベースの構 

  築と、蓄積したデータ分析による顧客プロファイル、嗜好、購買行動等の把握が生命線 

  となってくる。 

  アマゾンポイントについては対象商品のみ付与され、商品詳細ページには商品の写真、説 

  明、価格等と一緒に、付与されるポイント数と付与率が表示される。 （左図参照） 

  又、Amazonマーケットプレイス®の商品の購入にはポイントは付与されない。 

  １００円で１ポイント、次の購入時には同レートでポイントを充当できるが、有効期限 

  は１年であり、他の提携企業とのポイント交換は行なっていない。 

 

  他にAmazonマーケットプレイスでは、利用者が手持ちの中古品やレア物などを、利用者間 

  で安全に売買できる場である。また出店は①個人出品者、②プロマーチャント（大口出 

  品者）、③ 出店型出品者が「出店」という形で商品を販売する事ができる。 

  扱う商品は「新品」「中古品」「再生品（リペアまたはリパッケージ済み。保証付き）」 

  「コレクター商品（レア物）」に分けられる。 

•  

 

 

 

 

   

アマゾンのＨＰ  

商品詳細ページ 
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ポイント表示 
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⑥ 交通系のポイントカード戦略―（ＡＮＡ・ＪＡＬ） 
 

 
 

 【ＡＮＡマイレージクラブ】（ＡＭＣ） 

   １９９７年４月にＡＮＡマイレージクラブがスタートして以来、２０１１年１月現在で約 

  ２１００万人の会員を擁する。会員の多くは３０代～５０代のビジネスマンが多い。 

  ２００３年よりビットワレットのＥｄｙ事業に出資、Ｅｄｙ搭載の「ＡＮＡマイレージクラブＥｄｙ 

   カード」の発行を開始し、国内線航空券販売や全日空商事（売店）でのＥｄｙ決済の取扱い 

  を開始、更に２００４年からは国内線新搭乗サービス制度として「スマートｅサービス」 

  をスタートさせた。Ｗｅｂで事前に予約し、搭乗口の自動改札機にかざすだけでチェッ 

  クイン済みの搭乗券をうけとれる「ＳＫＩＰサービス」を開始している。 

  みずほ銀行、ヤマダ電機と提携してカード発行する一方で、多くの企業と提携しポイン 

  ト交換、ＡＮＡマイレージモールでの買物、旅行先のホテル、レンタカー、売店等、日常 

  生活の中でより多くのマイレージが獲得できる仕組みを作っている。 

  マイル提携店網は２０１０年３月で６５０社、１２万店舗以上、ネットショップも２５ 

  ０社以上を数える。貯まったマイレージの利用も航空券購入、同クーポン、アップグレ 

  ードの他に、景品交換、限定ツアー、Ｅｄｙへのチャージ等可能である。 

  更に利用頻度の多い利用客をプレミアムメンバーとして「ＡＮＡスーパーフライヤー」、 

  「ブロンズサービス」、「プラチナサービス」、「ダイヤモンドサービス」と称して特別な 

  報奨、サービスを提供し、優良顧客の囲い込みと利用頻度のアップを狙っている。 

  マイレージは国際線においてはスターアライアンスメンバー２６社、マイレージ提携８社 

  の利用によって獲得できる。 

 

【ＪＡＬマイレージバンク】（ＪＭＢ） 

   国内路線網でＡＮＡの後塵を拝してきたＪＡＬも、２００３年のＪＡＳの統合を機に 

  追撃体制に入り、「ＪＡＬスカイプラス」を「ＪＡＬマイレージバンク」と改称し、２００ 

  ９年末には２２６９万人の会員を集めた。 

  プログラム的にはほぼＡＮＡと同一と言っても良いほど拮抗している。 

  ＪＡＬマイレージバンクカードという事で国内旅行社や鉄道・バス会社と提携してのク 

  レジットカードの拡大は成功したがＡＮＡに比べて電子マネーについては遅れを取り、 

  先行していたSuicaカードとの連携も後にANAも加わった。２００８年からWAON（イ 

  オンＧ）の電子マネー対応のICカードをスタートさせている。 

  全国３９０００店舗のJALカード特約店でマイルが付与され、マイル提携店舗網は２０ 

  ００社・７万店舗、ネットショップは３００社を数える。 

  ポイント数、搭乗回数で「クリスタル」、「サファイア」、「プレミア」、「ダイヤモンド」 

  でボーナスマイル、ラウンジの利用、優先空席待ち、アップグレード、各種クーポンの 

  提供を行なっている。国際的アライアンスはワンワールド加盟の１２社、その他提携３社 

  でマイレージを獲得できる。 

  因みに提携店は売上高１００円で１マイル、１マイル当り３円５０銭、更にＪＡＬカー 

  ド使用時１００円に就き２マイル、即ち７円４０銭のＪＡＬへの支払が生じる 

    

 

   

ＡＮＡｽｰﾊﾟｰﾌﾗｲﾔｰ  ブロンズサービス  プラチナサービス ダイヤモンドサービス 

ＡＮＡマイレージクラブの提携関係 

週間ダイヤモンド２００７・１・２０ 

JALマイレージバンクの提携関係 
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https://www.ana.co.jp/amc/reference/elite/diamond.html
https://www.ana.co.jp/amc/reference/elite/platinum.html
https://www.ana.co.jp/amc/reference/elite/bronze.html
https://www.ana.co.jp/amc/reference/elite/spfs2.html
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⑦ 交通系のポイントカード戦略―（Ｓｕｉｃａ） 
 

 
 

   Suicaは東日本JRが２００１年より本格的に展開したIC搭載のカードであり、２０１ 

  ０年９月で約３４００万枚発行され、内３１００万枚は電子マネー対応（Felica搭載） 

  のカードである。２００６年１月からは携帯電話に搭載可能なモバイルSuicaを出し、 

  ２００９年４月には１５０万人を突破した。３９ケ月という短期間であった。 

  定期券の他に電子マネーの機能を持つFelicaを搭載し、現金をチャージして切符等の購 

  入だけでなく、２００４年からは通常の商品購入に使えるようになり、２００７年から 

  はポイントの仕組みをスタートさせた。 

  現在では東日本ＪＲ関連のＫＩＯＳＫやルミネ等の商業施設の他に、イオン、ローソン、 

  ファミリーマート、セブンイレブン等のコンビニを始め、髙島屋、ビックカメラ、青山、 

  紀伊国屋書店等１２万店舗を超える店で使用でき、コカコーラの自動販売機でも使用で 

  きる。 

  その利用件数も加盟店の増加で２０１０年度で１日当り２１０万件を越えるという。 

  更に関東のバスや私鉄での相互利用から関西や九州と言った交通会社との相互利用が広 

  がり、乗車料金だけでなく、商品購入の電子マネーとしての利用提携も広がっている。 

  カードの機能強化という事ではViewカードとのドッキングを果たし、自動チャージや、 

  モバイルSuicaによる新幹線のチケットレスサービス機能も追加した。 

  Suica機能つきクレジットカード発行も横浜銀行、ANA、みずほ銀行、SMBC、ヤフー 

  、イオン、トヨタ等の企業と提携して発行している。 

  ポイントは「エキナカ」と言われるエキュートやコンビニ、「マチナカ」と言われる提 

  携店、「イエナカ」と称するWebでのショッピング等で獲得でき、貯まったポイントは 

  電子マネーとしてチャージ可能となるほか、WAONやヤフーのポイントとも交換できる。 

 

  Suicaカードは「エキナカ」から飛び出して、電子マネーとして広く使われるようにな 

  ってきた。それによってSuicaの最大の強みは個人の「移動情報」、「買物情報」、「 

  生活情報」のデータの取得ができることが判明した。 

  即ち幅広い会員のライフスタイル、購買行動を分析できる絶好のカ－ド（携帯電話）に 

  なり、さらにその拡大を続けているのである。 

  東日本JRではこれら蓄積した顧客データを分析し、マーケティングィング情報として提 

  携店に提供したり、協同プロモーションを企画したりして「送客」の仕組みを志向してい 

  ると言う。 

 

 

 

    

 

   

Ｓｕｉｃａの提携関係（２０１０・３現在） 

出典：Ｗｉｋｉｐｅｄｉａ 
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http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/e/e0/ICCard_Connection.svg
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⑧ 携帯電話業界―（ＮＴＴドコモ） 
 

 
 

 【日本最大のポイントサービスを提供】 

   現在、日本最大のポイントの会員を擁しているのはＮＴＴドコモの「プレミアクラブ 

   」であろう。それまでのポイントサービスを見直し２００４年にリニューアルして、 

  スタート時３０００万人が２０１０年度では５０００万人に達している。（右図） 

  ポイントは利用代金１００円で１ポイントの他にＩモードサイト、ＤＣＭＸ（クレジ 

  ットカード＆ｉＤ電子マネー）、ネットショッピングの利用時に付与される。更に４ 

  ０社以上のアライアンス企業とはポイント付与、ポイント移行の契約を結んでいる。 

  会員は前年の利用実績、継続期間に応じてステージが決定され、ポイントの付与率が 

  変化する。右図のように最上位のプレミアステージは１００円につき４ポイント付与さ 

  れるが２０１１年４月からは更に継続利用１０年以上、年間２５００ステージポイン 

  ト以上の上位会員には「プレミアステージα 」が設定され、同７ポイントになった。 

  携帯電話会社同士の顧客争奪戦の中にあって、上位の優良会員の囲い込みを強化して 

  いる。貯まったポイントは旅行、グルメ、エンターテイメント、リビング等のアライ 

  アンス企業提供の特典を利用できるが、多くの会員は携帯電話上位機種の買い替えに 

  利用し、ポイントの流出は少ない。 

 

 【送客システム】 

   携帯会社ならではのサービスとしてアライアンス企業への「送客」効果が上げられ 

  る。例えばファーストフード店では期間限定である狙った地域、年代にしぼって特別 

  割引キャンペーンを実施する事ができ、同時に店内でアンケートに携帯で答えてもら 

  う事でキャンペーン効果を測定できるのである。割引の負担やアンケート回答に対す 

  る謝礼のポイントはアライアンス企業の負担となるが、膨大な会員数がそれを可能と 

  している。例えば２００９年には首都圏･関西圏で展開する有料老人ホームの会社が、 

  見学会への招待という事で見学時に１０００ポイント、入居時には最大１０万ポイン 

  トを提供するキャンペーンを行った。送客を目当てに参加企業も増え、プレミアクラ 

  ブの優待サービス内容はそれによって充実度を増している。 

 

 【プレミアパネル（会員アンケート）】 

   ５０００万人の携帯電話ユーザーは性別、年代、居住地、更には利用店舗等の精度 

  の高い情報であり、対象を絞り込んだアンケート調査が容易である。更に携帯と言う 

  特性から安価・大量・迅速である。 

  ２００６年にドコモでは法人向けのモバイルマーケティングと称した「プレミアパネル 

    」を立上げ、有効な調査及び販促ツールとしてビジネスを展開している。 

  購入及びアンケートの回答に対しての謝礼であるポイントは依頼した法人持ちとなる。 

 

 

    

 

   

ＮＴＴドコモ「プレミアクラブ」会員推移 

出典：Ｗｉｋｉｐｅｄｉａ 
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ＮＴＴドコモ「プレミアクラブ」会員ランク 

ＮＴＴドコモ「プレミアパネル」 
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ＮＴＴドコモ 「プレミアパネル」 

ＮＴＴドコモ 「プレミアパネル」ＨＰ 

ＮＴＴドコモ 「プレミアパネル」 

５-１２ 

５０００万人の会員年代構成比 

会員性別・既婚者別構成比 
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⑨ クレジット業界 （セゾンクレジット） 
 

 
 

 【セゾンカードの永久ポイント】 

   激しい顧客争奪戦のクレジットカード業界のポイントは通常1000円で1ポイント 

  であり、カード利用による店舗等における通常の買物だけでは貯まる速度も遅く、更 

  にポイントの有効期限の存在は多くの利用者にとってサービス度の低い欠点を内包し 

  ていた。 

  クレディセゾンではセゾンカードの差別化戦略として初めてポイントの有効期限を取 

  り払い「永久不滅ポイント」を打ち出すとともに、携帯料金や公共料金の支払、家族の 

  ポイントの合算等のサービスを次々と開発し、ポイントの貯まる仕組みの開発と、魅 

  力アップを行っていった。 

  ポイントを差別化戦略の柱に、会員顧客の日常生活への密着を模索し始めたのである。 

 

 【永久不滅．Ｃｏｍ】：ポイントサイト 

   更にクレディセゾンではインターネットによるネット・ショッピング等Ｅコマー 

  スの発展に伴い、「永久不滅．Com」（永久不滅ドットコム）といったポイントサイト 

  を構築した。このサイトを経由してインターネットを利用する事でポイントが貯まる 

  仕掛けを構築したのである。例えば直接オンラインショップでセゾンカードを用いて 

  ５０００円の買物をすると永久不滅ポイントは５ポイントの獲得であるが、「永久不 

   滅．Com」を経由する事で最大２０倍の１００ポイント獲得できる仕組みにしたので 

  ある。更に１０００円以下の取引への対応や、買物しなくてもポイントの貯まる仕組 

  みを構築し、ポータル･サイトの座を占めようとしている。 

    ①オンラインショップは４７０以上利用でき、永久不滅ポイントも２～５倍獲得できる 

       ②検索ポイント： １日最大４回、２０検索ポイント、  １００検索ポイントで１永久不滅ポイントＧｅｔ 

       ③永久不滅オークション： 買取、買取査定、落札、サイト無料登録で １～３倍の永久不滅ポイント 

       ④永久不滅コンテンツト：音楽･ゲーム･宅配レンタル・書籍等で１００円で１コンテンツポイント 

                     １００コンテンツポイントで１永久不滅ポイント 

       ⑤永久不滅リサーチ：   １００リサーチポイントで１永久不滅ポイント 

       ⑥資料請求・予約・会員登録・見積り請求で 永久ポイント 

                   ＪＡＦ、保険、証券、ネット銀行、航空券、ツアー、宿泊、レンタカー他 

       ⑦クーポン：宿泊、レストラン、美容院等の割引クーポン券の購入で２～１１倍の永久ポイント 

       ⑧「食べログ」クチコミ ； グルメのクチコミ、結婚式場等のクチコミで永久ポイント 

       ⑨永久不滅ＷＡＬＫＥＲ： 専用歩数計  ５０００歩以上、 １０００歩で１ヘルスポイント 

                    １０００ヘルスポイントで２００ポイント 

       ⑩ＵＣカードの利用 

       ⑪セゾン証券仲介ポイント 

  

    

 

   

永久不滅リサーチ （１００ﾘｻｰﾁﾎﾟｲﾝﾄ／永久ﾎﾟｲﾝﾄ） 

永久ポイントは支払にも充当可 

オンラインショッピングで貯める 

５-１３ 
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順位 ポイント名 割合 前月比較 

1位 ANA 22.78% 1位(－) 

2位 JAL 14.59% 2位(－) 

3位 楽天 8.38% 3位(－) 

4位 Tポイント 4.42% 4位(－) 

5位 Edy 3.83% 5位(－) 

6位 NTTドコモ 3.57% 7位(↑) 

7位 ヤフー 3.13% 6位(↓) 

8位 Gポイント 2.31% 11位(↑) 

9位 Amazonギフト券 2.27% 9位(－) 

10位 ヤマダ電機 2.19% 8位(↓) 

11位 Suica 2.09% 10位(↓) 

12位 現金（楽天銀行） 2.02% 12位(－) 

13位 デルタ航空 2.00% 13位(－) 

14位 au 1.70% 17位(↑) 

15位 PeX 1.35% 18位(↑) 

16位 ビックカメラ 1.35% 15位(↓) 

17位 WAON 1.26% 19位(↑) 

18位 ヨドバシカメラ 1.22% 14位(↓) 

19位 Suicaポイント 1.18% 20位(↑) 

20位 現金（ジャパンネット銀行） 1.04% 16位(↓) 

ポイントリサーチ：交換先人気ランキング 

出典：ポイ探：２０１１・０３ 

http://stats.poitan.net/out-201103.html 

 ⑧ ポイント交換の一考察 

 

      ポイントには相矛盾する特性がある。 

   顧客を「囲い込み」、ポイントを「呼び水効果」として使ってもらうためには一社完結 

   型の「クローズ・ポイント」の仕組みが良い事は言うまでもない。 

   しかしながらポイントプログムの魅力度を上げ、日常的に使用して貰うためには汎用性 

   （「オープン・ポイント」）といった矛盾する問題点が浮上してくる。 

   汎用性（オープン）の高いポイントで、且つ経費・人手をかけないで運用するためには 

   外部へのアウトソーシングやポイント交換等を考えなければならなくなるが、「囲い込 

   み」と「呼び水効果」といった本来のポイント制の目的・利点が見えなくなってくる。 

   即ち、オープン･ポイントの仕組みの中ではポイントを発行しても、そのポイントの累積と 

   利用はより魅力あるポイント制・交換条件の充実した企業に集中し、最悪自社としては 

   単にポイント発行費用のみ負担する形となりかねないリスクを持つ。 

   中には「Ｔポイントの会員は２０代、３０代が多いから、Ｔポイントの発行でその客層 

   を取り込もう」といった戦略の企業もあるかもしれない。しかしながらその企業が期待 

   する「送客システム」がキチンと機能しているか否かの検証が問題となる。 

    

   右図はWebの「ポイ探」の統計資料でポイント交換先の人気ランキングである。 

   ＡＮＡ，ＪＡＬ、楽天、Ｔポイント、Ｅｄｙの上位５社で５４％を占める。 

   逆にポイントの流出ランキングでは金融系クレジットカード会社が２０位ランク中９社 

   も占め、ついでポイントサイト系が７社、そして物販・サービス系が３社と続く。 

   「ポイ探」はＷｅｂ上にあるため、ポイント収集している会員すべての実態を反映して 

   いるわけではないが、一つの傾向を表しているといっても良いであろう。 

   特に銀行、銀行系クレジット会社等の金融会社のポイントは流出のみである。自社の顧 

   客のニーズに合ったポイントプログラムを開発しているとは到底思えず、何のために始 

   めたポイント制なのか理解に苦しむ。逆にクレディセゾンが公共料金等の振込時に永久 

     ポイントを付与して銀行の決済機能を巧みに取り込んでいる。銀行等が扱う日本国家の 

   貨幣ではなく、ポイントといったクレディセゾンの企業貨幣、擬似貨幣を武器に銀行の 

   顧客の奪取と囲い込みを狙う戦略が透けて見える。 

   そういった意味で現状では、銀行が発行するポイントは単なる販促費のたれ流しであり、 

   ポイント制を廃止しても業績には全く影響はないと思われる。 

 

   今後「送客」といった言葉が表面に出てくるであろうが、ポイント発行元の顧客データ 

   ベースを用いてのマーケティング力が問われてくる事になろう。 

   今後日本では戦国時代の如く、ポイントを軸にした合従連合が激しく続く事が予想され 

   る。 
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http://rdir.poitan.net/2.html
http://rdir.poitan.net/1.html
http://rdir.poitan.net/36.html
http://rdir.poitan.net/43.html
http://rdir.poitan.net/43.html
http://rdir.poitan.net/74.html
http://rdir.poitan.net/46.html
http://rdir.poitan.net/46.html
http://rdir.poitan.net/37.html
http://rdir.poitan.net/29.html
http://rdir.poitan.net/29.html
http://rdir.poitan.net/42.html
http://rdir.poitan.net/42.html
http://rdir.poitan.net/81.html
http://rdir.poitan.net/73.html
http://rdir.poitan.net/76.html
http://rdir.poitan.net/10.html
http://rdir.poitan.net/47.html
http://rdir.poitan.net/146.html
http://rdir.poitan.net/34.html
http://rdir.poitan.net/150.html
http://rdir.poitan.net/80.html
http://rdir.poitan.net/152.html
http://rdir.poitan.net/152.html
http://rdir.poitan.net/77.html
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① ロイヤルティ・マーケティングを武器とするポイント専門業者の登場 
 

  ● ヨーロッパ、カナダでは・・・？ 

   Tesco社（英）のロイヤルティ・マーケティングは単独の企業として成功を収めている。 

  その仕組み作り、分析に当初から参画してきたダン・ハンビー社は今ではその株式の８０ 

  ％以上をTesco社が保有する。ダン・ハンビー社は米国に進出し、スーパーマーケットの 

  Ｎｏ企業のクローガー社、ホームセンターのホームデポ社、百貨店のメーシー社等でロイ 

   ヤルティ・マーケティングの移植・コンサル業務を請け負っている。 

  英国においてウォルマート社に買収されたＡＳＤＡ社の低価格攻勢に打ち勝った唯一のビ 

  ジネス・モデルとして高く評価され、米国内でのウォルマート対抗策として導入され 

  たのであろう。 

  それに比べ、多くの小売企業がTesco社と同時期にカード戦略をスタートさせたにも関 

  わらず、停滞・頓挫・中止のやむなきに至っている。 

  その中でグループ・アエロプランは破綻した米国の航空会社のマイレージ部門を買収し、 

  その「第３の通貨」としての機能に着目した共通ポイントプログラムの専門会社を設立し 

  カナダ、英国、イタリア等で展開している。 

  英国では「ネクターカード」と称してスーパーマーケットのセインズベリー、ガソリンの 

  ＢＰ、アマゾン、レンタカーのHerts、ガス会社、ゲーム等々１００社以上の企業で、ポイ 

  ントを獲得できる仕掛けを作り、更に収集したデータを基に会員顧客のライフスタイル 

  やライフステージをきめ細かく分析し、ロイヤルティ・マーケティングのための情報提供と 

  コンサル業務を請け負っている。 

  まさにネクターは英国内の各業種の有力企業を参画させ、Tesco社に匹敵するマーケテ 

  ィング手法でTesco包囲網を形成しているに等しい。 

  ビジネスモデルとして昔のグリーンスタンプに似てはいるが、スタンプがポイントに変 

  わっただけでなく、オンラインで収集した個客データを分析して、参加企業に有益な情 

  報提供とともに「相互送客」の仕掛けを作り、ネクターカード会員に対しても魅力的なロ 

  イヤルティ・プログラムを開発している。ポイント専門業者として多くの有力企業の参 

  加を推進する事によってネクターカード会員はよりポイントを貯めやすく、使い勝手の良 

  い環境がスパイラルに出来上がってくる事になる。 

  例えば世界の基本通貨「ドルの通貨圏」に対する「ユーロの通貨圏」のように、ネクタ 

  ーポイントといった企業貨幣で究極の囲い込みの仕組みを構築する事が狙いと言っても良 

  いであろう。 

 

  Tesco社の場合にはスーパー、コンビニ、ホームセンター、ネットスーパー、銀行、保 

  険、モバイル、エンターテイメント等自力で多くの業態、チャネルを広げる一方で、遊 

  園地、旅行社等外部の企業とポイント利用範囲を広げている。 

  英国でのTesco社とネクターの戦いには目が離せないものがある。 
 

  

高 

ネクターカード（英国） 

５-３：「ポイント専門業者の登場 」 

セインズベリー（ネクターカード） 

ダブルポイントキャンペーン 
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http://www.nectar.com/collect/travel-and-motoring/bp.points
http://www.nectar.com/collect/travel-and-motoring/expedia.points
http://www.nectar.com/collect/travel-and-motoring/hertz.points
http://www.nectar.com/collect/travel-and-motoring/aa.points
http://www.nectar.com/collect/travel-and-motoring/ford.points
http://www.nectar.com/collect/travel-and-motoring/nectar-car-insurance.points
http://www.nectar.com/collect-online/retailer/avon.points
http://www.nectar.com/collect-online/retailer/evanscycles.points
http://www.nectar.com/collect-online/retailer/amazon.points
http://www.lovefilm.com/nectaroscars2011
http://www.nectar.com/collect-online/retailer/game.points
http://www.nectar.com/collect/home-and-garden/british-gas.points
http://www.sainsburys.co.uk/sol/index.jsp?GLOBAL_DATA._searchType=0
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② 日本における共通ポイント事業の先駆者・・・「Tポイント」 
 

   日本における共通ポイントの代表選手としては「Ｔポイント」が挙げられよう。 

  スタートは２００３年、ビデオレンタル業界のツタヤ（TSUTAYA）を運営するカルチュア 

  ・コンビニエンス・クラブ（CCC)の子会社、Tカード＆マーケティング社がポイントプログラム 

  のアライアンス（提携）事業展開をスタートさせた。 

  その特徴は航空会社のように、マイレージを提携企業に販売するのではなく、「ポイン 

  トバンク」として提携企業が発行したポイント代金を預かり、管理するに過ぎない。 

  会員顧客への還元代金もそこから引き出し、失効ポイントの代金は提携企業に返却する。 

  Tカード＆マーケティング社の収入はポイント代金の数パーセントのシステム利用料だけ 

  となる。提携企業は基本的に１業種1社とし、日常生活の中のあらゆるシーンで提携企 

  業に「送客」するための連合体としての顧客の囲い込みを狙っている。 

  ２０１０年５月末で３５００万人の会員を擁し、日本人口に占める割合は27.6％、2 

  0代で6割、３０代で５割といった若い年代層が多く、その年代層の「送客」を期待し 

  ての提携が多い。２０１１年３月現在で１１５ブランド、３５４３５店舗、Ｎｅｔ４サ 

  イトの利用が可能となっている。 その提携企業の形態も幾つかに分かれる。 

  【カード発行＋ポイント発行の提携先】 

     カメラのキタムラ、ファミリーマート、富士シティオ、スリーエフ、アイシティ、 

     ドトールコーヒー、毎日新聞社 

  【ポイント発行の提携先】 

     ニッポンレンタカー、スカイラーク、アルペン、阪急・阪神ホテル、アート引越センター 

     ティップネス、牛角、オートバックスセブン、シダックス、ロッテリア、Edy導入店 

     JCB加盟店、青山（首都圏のみ）、東急ホテル、近畿日本ツーリスト、三井不動産、他 

  【ポイント利用の提携先】 

     TSUTAYA、キタムラ、ファミリーマート、スカイラーク、牛角、フジシティオ、 

     スリーエフ、オートバックス 

  【Tポイントに変換ができる提携先のポイント：一方交換】 

     ファミマネットポイント、DC、三菱東京UFJ、UC、JCB、りそな、三井住友、他 

  【Tポイントとの相互ポイント交換】 

     ANAマイル、楽天 

 

  マーケティングデータとしてはTSTAYAのカードは毎年更新で若い年代のデータの鮮 

  度と正確性は高いと評価されている。レストラン等エリア別分析が有効とされている 

  が、ライフスタイルや嗜好、購買行動までのロイヤルティ・マーケティングまでは踏み 

  込んでいない。 

  尚、過去、提携した企業で解消した企業も多い 

     ジャランnet、ローソン、新星堂、モンテローザG(白木屋、魚民）、ピザハット、ブックオフG 

      ワーナーマイカルシネマズスカイラーク、青山（首都圏除く）、メガネスーパー、 

Ｔポイント提携企業 

60.1% 49.0% 29.1% 24.1% 

Ｔﾎﾟｲﾝﾄ会員；日本の世代別人口に対する構成比 

２０１０・５現在 

ＣＣＣ発表データ 

２０代 ３０代 ４０代 ５０代 
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http://tsite.jp/pc/r/al/mtu.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/jpbank.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/alpen.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/alpen.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/wowow.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/tipness.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/knt.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/tokyu.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/hankyu.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/kitamura.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/shidax.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/family.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/three-f.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/fuji.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/gyukaku.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/bamiyan.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/lotteria.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/dotor.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/aoyama.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/yahoo.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/eneos.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/autobacs.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/nrs.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/art.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/mainichi.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/edy.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/jcb.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/dc.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/uc.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/visa.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/gusto.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/tsutaya.pl
http://tsite.jp/pc/r/al/smbc.pl
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:T-POINT.jpg
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 ③ 日本でもポイント専門業者が登場・「ポンタカード」 

 
 

   日本においてもネクターカードと同じコンセプトで運営するポイント専門業者が誕生 
  した。それは三菱商事ではLoyaltyOne社と提携し「共通ポイント事業】と称する「ポ 
  ンタカード」である。２０１０年春にスタートし、１周年で３０００万人の会員を集め、 
  参加企業も３４社、１３７７０店舗に達している。 
  ローソン、すき家、アオキ、タイヤ館、ケンタッキーフライドチキン、ヒマラヤ等国内 
  の各業種の有力企業を加盟店としている。 
  「ポンタカード」をスタートさせた三菱商事は日本の流通業界においてはローソンを、そ 

  して食品卸は菱食を擁して大きな影響力を持つ。英国の卸売でも現地の大手企業を擁し、 

  Tesco社との取引先としてもロイヤルティ・マーケティングについてもつぶさに研究で 

  きる立場にあり、当然ライバルであるセインズベリー社のネクターカードについても豊富 

  な情報に接する立場にあった事が想像できる。 

  事実、菱食においては前述の如くライフスタイル・マーケティングを志向し、その傘下 

  にＦＳＰの情報分析・コンサル専門会社としてＣＭＣ社を擁している。 

  そして今回、カナダのLoyaltyOne社と提携して日本でLoyalty Marketing社を設立して 

  展開したのが「ポンタカード」である。 

  顧客情報の分析から個々の会員に対するロイヤルティ・マーケティングを志向したポイ 

  ントプログラムを開発･提供し、業界を跨いだ複数の提携企業が活用する「参加企業間の 

   相互送客モデル」の構築を目指すとしている。 

  即ち「ポンタカード」保有の会員をコンビニならローソン、牛丼ならすき家、紳士服なら 

  ＡＯＫＩの顧客として送り出す仕組みである。 

  「ポンタカード」の共通ポイントを用いた提携企業の大掛かりな囲い込み戦略と言っても 

  良いであろう。 

  グローバルに展開するロイヤルティ・マーケティングのビジネスモデルが日本に上陸し 

  た事となる。 

  LoyaltyOne社のポイントシステムの仕組みと、購買データを分析しての参加企業に対 

  する「相互送客」の仕組みは、流通業界の「優良顧客争奪戦」が企業間の個人戦だった 

  ものが、チームとしての団体戦に移行するものに変えて、戦国時代さながらの合従連合 

  の戦いをスタートさせるであろう。 

  当面はＴポイントとの一騎打ちの様相を呈すと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 

Ｌｏｙａｌｔｙ Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ、ＩＮＣ 
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ポンターカード（日本） 

◆共通ポイントプログラム運営 

   ・共通ポイントカードの発行 

   ・会員情報管理／本サービス利用者の個人情報を含む顧客データ管理 

   ・ポイント管理／ポイント発行◆提携社向けサービス提供 

   ・ポイント処理環境支援 

   ・定型実績情報提供 

   ・データ分析、市場分析によるマーケティング活動支援 

   ・会員コミュニケーションおよび手段提供（WEB/モバイル） 

   ・キャンペーンサポート◆マーケティング業務 

   ・ブランディング統括 

   ・カスタマーセンター運用・管理 

   ・既存・新規会員向け業務◆提携社開拓 

 

◆ポイント商品交換プログラムの企画・運営 
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http://tsite.jp/pc/r/al/potora.pl
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 ④ ポイント交換サービス：「Ｇポイント」 

 

   多くの企業で発行するポイントを獲得しても個々のポイントの累積は微々たるモノで 

  その利用までのハードルは高い。即ち消費者にとって互換性のないポイントが点在して 

  も、結局活用できず、最終的には企業に対するロイヤリティを損なう結果となる恐れも 

  発生する。そこで登場したのがポイント交換を専門とする業者が登場した。 

  ジー・プラン株はポイントを発行する企業と消費者双方のニーズを満たす「企業と消費 

  者の架け橋」として、日本最大級のポイント活用総合サイト「Ｇポイント」を運営し、 

  ポイントを軸としたサービスを提供している。 

  消費者にとってはポイントの利用価値と利便性が高まり、提携企業にとってはポイント 

  が持つ集客効果と顧客囲い込み効果、そして企業間の相互「送客」効果によって新規の 

  顧客の獲得が可能となると謳っている。 

  以下、「Ｇポイント」のＨＰの引用である。 

   「Ｇポイント」は提携先147社のポイントと交換できる共通ポイントです 

      【1】Ｇポイントにまとめる 

         消費者は様々な企業でたまったポイントを「Ｇポイント」に集約することで、 小額のため使いみちの 

         なかったポイントでさえも有効活用することができます。  

       企業にとっては、ポイントの持つ消費者訴求力の向上につながります。 

      【2】Ｇポイントをつかう 

          消費者は個々のライフスタイルに合わせて航空マイレージや各種ポイント、 電子マネー、ギフト券 

          など好きなポイントに交換することができます。 企業にとっては、Ｇポイントのネットワークから優良 

          顧客を獲得することができます。 

      【3】Ｇポイントをまとめる、つかう（双方向での交換） 

          Ｇポイントのネットワークに参加する企業が業種の枠を超えて、顧客を相互に「送客」することで新規 

          顧客開拓につなげることができます。 

          また、異業種間での共同プロモーションなど、一社だけでは実現できないスケールの大きなキャンペ 

          ーン を行うことで、より大きな効果を期待できます。   

      【４】共通ポイントネットワークのさらなる発展を目指して 

          「Ｇポイント」は利便性と多様性を追求し、ポイント交換ネットワークの拡充に努めてきました。 

          今後は、インターネット上に築いたポイント交換のインフラをベースに、消費者により身近で便利な共 

          通ポイントとして、実生活空間での「Ｇポイント」の活用を提案・実現していきます。 

          また、共通ポイントならではの企業提携を活かした、立体的なポイントマーケティングの仕組みを構築 

          していきます。時代のニーズを汲み取り、消費者、提携先企業の双方にとって、高い価値を提供し続 

          けること。それが、「Ｇポイント」の目指すビジョンです。 

 

   ＊電子マネーや交通系ポイント、マイレージ、Ｔポイント等、Ｇポイントとのポイント交換は流入の一方通行で 

     自社のポイントのＧポイントとの交換（流出）がなく、メリットは大きいと思われる。 
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「Ｇポイント」の交換レート事例 

「Ｇポイント」のキャンペーン 

http://www.gpoint.co.jp/exchange/ana/
http://www.gpoint.co.jp/exchange/nanaco/
http://www.surugabank.co.jp/gpoint/
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５-４：ポイントと電子マネーに対する法的規制の動向 

 電子マネーの登場に対して法的規制は２０００年に制定された「前払式証票の規制等 

に関する法律」（通称：プリカ法）が適用されていた。従来の商品券､金券同様にプリペ 

イドカードに関して消費者保護を主な目的として未使用発行残高の半分を供託金として 

積む等の規制がかけられていた。 

しかしながらＩＣカード型電子マネーは同法で規制できても、新たに登場したサーバー管 

理型電子マネーはネット上のオンラインゲームやのオークションの決済等で使用され始 

め、この規制の網からは洩れていた。 

そこで２０１０年４月に「プリカ法」は廃止され、新たに「資金決済法」が制定された。 

同法律は「前払式支払手段」、「資金移動（為替取引）」、「資金精算」からなり、イン 

ターネットのインフラ普及対応と金融･資本市場の機能強化、消費者保護等が目的である。 

「前払式支払手段」は従来のＩＣ型電子マネー同様にサーバー管理型電子マネーも規制 

の対象となった。「資金移動行（為替取引）」は銀行以外のものでも資金移動業者とし 

て登録する事で為替取引（１００万円以下／回）ができ、米国のPayPal社が実施してい 

るような送金サービスが日本でも可能となる。ケータイサービスやネット銀行口座等、 

ヤフーや楽天が積極的取組みを見せている。「資金精算」主に銀行間同士の資金決済と 

なる。 

ポイントの法的規制は日本の縦割り行政難航？ 

「資金決済法」 

金融庁ＨＰ 

参考： 株式会社野村総合研究所 

① 「資金決済法」（資金決済に関する法律）２０１０年４月施行 
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 ポイントは従来企業内流通の（クローズ）ポイントは「将来の値引及び景品」として、 

市場で共通ポイントとして流通する（オープン）ポイントは「加盟店からの預かり金」と 

して扱われてきた。 

しかしながら昨今ではポイントが電子マネーに換金できたり、ネット上での決済手段の 

一部になったりするようになり、ポイントの企業貨幣化、擬似貨幣化が進んでいる事は 

既述した。企業側都合によるポイントのレート変更や廃止と言った消費者保護について 

は議論だけで進んでいない。事実大手Net通販のポイントについての規約を読んでも企 

業側の都合で、例えポイントが廃止となっても消費者への保証はないと解釈される。 

電子マネーについては金融庁の主導で実施されたが、ポイントについては金融庁、経済 

産業省、携帯電話は総務省、マイレージの国土交通省等の主管が絡み、縦割り行政でそ 

の調整が取れず、規制が浮上しては議論され、先送りされているのが実情である。 

ポイント専門業者の出現によって、電子マネーに限りなく近づき、又グローバルな動き 

も見せているが、いずれ消費者保護という形で法的規制が掛けられるであろう。 

現在、ポイントを直接規制する法律は公正取引委員会での「景品表示法」であり、２０ 

０６年１２月に見直し、１０００円以上の商品については基本的に２０％を上限とした。 

したがってポイントを景品と見なした場合、２０％還元が限度となる。 

 

② ポイントカードと電子マネーの関連 

資金決済法 

（2010/04) 

前払支払手段 

資金移動 

資金精算 

ＩＣ型電子マネー 

サーバー型 〃 

為替取引 

Ｎｅｔ上の送金サービス 

銀行間の決済 

プリカ法 

（2000) 
（廃止） 

    金融政策・行政 

＊ポイントと電子マネーの区別 

＊ポイントの擬似貨幣化 

金融庁 

      

＊景品か？値引か？の区別 

（景品表示法･独占禁止法） 

＊ＩＦＲＳの準拠  

  公正な競争政策 

 

公正取引委員会 

 ＊個人情報の活用 

   （顧客ＤＢのﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ活用） 

 ＊個人情報の保護 

 ＊健全で自由な競争 

    消費者保護・産業活発化 

 
経済産業省 
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順位 交換元 → 交換先 割合 前月比較 

1位 PeX → ANA 4.45% 2位(↑) 

2位 Tポイント → ANA 4.36% 1位(↓) 

3位 楽天 → ANA 3.57% 3位(－) 

4位 ネットマイル → ANA 3.31% 6位(↑) 

5位 Gポイント → ANA 3.27% 4位(↓) 

6位 ANA → 楽天 2.62% 7位(↑) 

7位 ANA → JAL 2.42% 10位(↑) 

8位 Tポイント → 楽天 2.41% 5位(↓) 

9位 マクロミル → ANA 2.33% 16位(↑) 

10位 Tポイント → JAL 2.06% 8位(↓) 

11位 PeX → JAL 2.01% 12位(↑) 

12位 JAL → ANA 1.86% 位(↓) 

13位 ライフカード → ANA 1.79% 11位(↓) 

14位 楽天 → JAL 1.78% 17位(↑) 

15位 クレディセゾン → ANA 1.69% 13位(↓) 

16位 Gポイント → JAL 1.65% 9位(↓) 

17位 ANA → Tポイント 1.47% 24位(↑) 

18位 三井住友カード → ANA 1.45% 15位(↓) 

19位 ネットマイル → JAL 1.42% 14位(↓) 

20位 楽天ＫＣ → ANA 1.41% 34位(↑) 

順位 ポイント名 割合 前月比較 

1位 ANA 7.85% 2位(↑) 

2位 Tポイント 6.94% 1位(↓) 

3位 JAL 6.23% 3位(－) 

4位 楽天 5.63% 4位(－) 

5位 PeX 4.84% 6位(↑) 

6位 Gポイント 4.32% 5位(↓) 

7位 ネットマイル 3.60% 8位(↑) 

8位 クレディセゾン 3.43% 7位(↓) 

9位 マクロミル 2.60% 15位(↑) 

10位 ヤフー 2.57% 9位(↓) 

11位 三井住友カード 2.31% 11位(－) 

12位 楽天ＫＣ 2.21% 19位(↑) 

13位 JCBカード 2.00% 12位(↓) 

14位 ライフカード 1.93% 13位(↓) 

15位 アメリカン・エキスプレス 1.93% 16位(↑) 

16位 ヤマダ電機 1.78% 10位(↓) 

17位 ECナビ 1.64% 23位(↑) 

18位 CMサイト 1.55% 21位(↑) 

19位 UCカード 1.53% 25位(↑) 

20位 NICOSカード 1.51% 30位(↑) 
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交換“元”－＞交換先ランキング 

出典：ポイ探：２０１１・０３ 

http://stats.poitan.net/out-201103.html 
出典：ポイ探：２０１１・０３ 

http://stats.poitan.net/out-201103.html 

交換“元”人気ランキング 

http://dir.poitan.net/2.html
http://dir.poitan.net/43.html
http://dir.poitan.net/43.html
http://dir.poitan.net/1.html
http://dir.poitan.net/36.html
http://dir.poitan.net/146.html
http://dir.poitan.net/29.html
http://dir.poitan.net/29.html
http://dir.poitan.net/30.html
http://dir.poitan.net/28.html
http://dir.poitan.net/104.html
http://dir.poitan.net/37.html
http://dir.poitan.net/15.html
http://dir.poitan.net/95.html
http://dir.poitan.net/16.html
http://dir.poitan.net/16.html
http://dir.poitan.net/25.html
http://dir.poitan.net/26.html
http://dir.poitan.net/81.html
http://dir.poitan.net/114.html
http://dir.poitan.net/114.html
http://dir.poitan.net/105.html
http://dir.poitan.net/105.html
http://dir.poitan.net/17.html
http://dir.poitan.net/17.html
http://dir.poitan.net/20.html
http://dir.poitan.net/20.html
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第四章・参考文献・資料 

 ○『個客識別マーケティング』 ﾌﾞﾗｲｱﾝ・Ｐ・ｳﾙﾌ  ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ社 

 ○ 『個客ロイヤルティ・マーケティング』  〃        〃 

 ○ 『サービスが伝説になる時』 ﾍﾞｯﾂｲ・ｻﾝﾀﾞｰｽ    〃 

 ○ 『顧客サービスの競争優位戦略』 ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ・ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ編集部  〃 

 ○ 『一回のお客様を一生の顧客にする法』ｶｰﾙ・スェル/ﾎﾟｰﾙ・Ｂ・ﾌﾞﾗｳﾝ  〃 

 ○ 『顧客満足型マーケティングの構図』  嶋口充輝    有斐閣 

 ○ 『勝ち組のＣＲＭ戦略』  宍戸周夫     ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｴｲｼﾞ社 

 ○ 『真実の瞬間』  ヤン・カールソン      ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ社 

 ○ 『顧客ロイヤルティの経営』  佐藤知恭    日本経済新聞社 

 ○ 『お客さまのありがとうが聞きたくて』 久保田美智子  大和出版 

 ○『お客さまがまた来たくなるブーメランの法則』  

         ﾌｧｰｶﾞﾙ･ｸｲﾝ著・太田美和子訳  かんき出版 

 ○『Chain Store Age』（２００２年２月１５日号）「テスコ・３つの革新」、 

 ○『カードウェーブ』、 他 
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